
岡山市一般介護予防事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１

１５条の４５第１項第２号に規定する一般介護予防事業（以下「事業」という。）の実

施に関し，法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」と

いう。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 一般介護予防事業は、市が独自で行う事業や地域の互助、民間サービスの役割分

担を踏まえつつ，高齢者を年齢や心身の状況によって分け隔てることなく，住民運営の

通いの場を充実させ，人と人とのつながりを通じて，参加者や通いの場が継続的に拡大

していくような地域づくりを推進するとともに，地域においてリハビリテーション専門

職等を活かした自立支援に資する取組みを推進し，要介護状態になっても，生きがい・

役割をもって生活できる地域を構築することにより，要介護状態等となることの予防等

介護予防を推進することを目的とする。 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において使用する用語は，法，省令，介護予防・日常生活支援総合事業

の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示１９６号），地域

支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通

知「地域支援事業の実施について」別紙。）及び岡山市介護予防・日常生活支援総合事

業の実施に関する規則（平成２９年市規則第１２号。以下「実施規則」という。）で使

用する用語の例による。 

（実施主体） 

第４条 事業の実施主体は，岡山市とする。 

２ 市長は，事業の実施に当たり，法第１１５条の４７第４項に規定するもの（以下「受

託者」という。）に対し，当該事業に係る業務の全部又は一部を委託することができる。 

（事業の種類及び内容） 

第５条 事業の種類及び内容は，次に定めるとおりとする。 



(1) 介護予防把握事業  地域の事情に応じて収集した情報等の活用により，閉じこも

り等の何らかの支援を要する者を把握し、介護予防活動へつなげる事業 

(2) 介護予防普及啓発事業  介護予防活動の普及・啓発を行う事業 

(3) 地域介護予防活動支援事業  地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援

を行う事業 

(4) 一般介護予防事業評価事業 介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等

の検証を通じ，一般介護予防事業を含め，地域づくりの観点から総合事業全体を評価

し，その評価結果に基づき事業全体の改善を図る事業 

(5) 地域リハビリテーション活動支援事業  地域における介護予防の取組みを機能強

化するために，通所，訪問，地域ケア会議，サービス担当者会議，住民運営の通いの

場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進する事業 

（対象者） 

第６条 事業の対象者は，実施規則第５条第１項第２号に規定する者とする。 

（対象者の遵守事項） 

第７条 対象者は、自ら要介護状態又は要支援状態（以下「要支援状態等」という。）と

なることを予防し、常に健康の保持増進に努めるとともに，要支援状態等となった場合

においても，進んでリハビリテーションその他の適切な保健・医療サービス及び福祉サ

ービスを利用することにより，その有する能力の維持向上に努めなければならない。 

（費用の負担） 

第８条 当該事業の利用に要する費用は無料とする。ただし，利用者には，事業利用にあ

たって原材料費として実費相当額を負担させることができるものとする。 

（受託者等の責務） 

第９条 受託者は，当該事業に係る経理を他の事業に係る経理と明確に区分しなければな

らない。 

２ 受託者は，委託を受けた事業により提供するサービス（以下「サービス」という。）

について，報告書（様式は別途協議の上決定したものとする。）により次に掲げる事項

を市長に報告しなければならない。 

(1) サービスの内容 



(2) サービスの利用回数 

(3) その他市長が別に指示する事項 

３ 受託者は，サービスの利用状況を明らかにできる書類のほか，経理に関する帳簿等必

要な書類を備え付けなければならない。 

（指導） 

第１０条 市長は，事業の適切かつ有効な実施のため，受託者に対して，指導を行うこと

ができるものとする。 

（関係機関との連携） 

第１１条 市長は，事業を実施するに当たり関係する機関との連携を図り，対象者に対す

る支援が円滑かつ効果的に行われるように努めなければならない。 

（守秘義務） 

第１２条 受託者及び事業に従事している者は，岡山市個人情報保護条例（平成１２年３

月２２日市条例第３４号）の規定に基づき，個人情報が適切に保護されるように配慮す

るとともに，事業を行うに当たり対象者に関して知り得た情報を関係機関以外の者に漏

らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか，事業の実施について必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 


